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障
害
者
自
立
支
援
の
医
療
給
付
や

私
立
・
広
域
保
育
所
の
運
営
費
な
ど        

一
般
会
計　

２
億
５
３
７
６
万
円
を
追
加

補正の主なもの

歳入（収入）
町民税減額 △４，０３１万円
固定資産税追加 １，２４１万円

　民生費国庫負担金追加 ２，１２１万円
    民生費県負担金追加 １，４９１万円
   教育費国庫補助金減額 △１，３５５万円
　町債追加 ２億３，９６０万円
歳出（支出）
財政調整基金費減額 △１億０，８４４万円
障害者自立支援費追加 ２，９９４万円
児童福祉施設費追加 ５，２３１万円
乳幼児医療対策費追加 １，１０４万円
保健衛生総務費追加 １億４，６５７万円
下水道総務費追加 ８，３５２万円
中学校管理費減額 △２，６１０万円

平成２２年度補正予算
　１２月定例会は、１２月８日から２２日までの１５日間の会期で開催されました。一般会
計補正予算をはじめ、町立学校設置に関する条例の改正、９月議会で継続審査としていた
２１年度決算など２２議案を審議し、いずれも可決・認定しました。

　

本
補
正
予
算
は
、
歳
入
で
、
長
引
く
景

気
低
迷
の
影
響
を
受
け
個
人
町
民
税
が
減

額
と
な
る
と
と
も
に
、
中
学
校
校
舎
耐
震

補
強
工
事
が
完
了
し
事
業
費
が
確
定
し
た

こ
と
か
ら
、
国
庫
補
助
金
な
ど
を
減
額
す

る
一
方
で
、
固
定
資
産
税
の
増
額
や
過
疎

地
域
指
定
に
伴
う
過
疎
対
策
事
業
債
並
び

に
退
職
手
当
債
を
増
額
す
る
な
ど
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
障
害
者
自
立
支
援
の
医
療

給
付
が
増
え
た
こ
と
や
私
立
・
広
域
保
育

所
等
へ
の
入
所
児
童
が
増
え
た
こ
と
に
よ

る
運
営
費
負
担
金
の
増
額
を
行
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
病
院
事
業
債
の
一
部
を
過
疎

対
策
事
業
債
に
組
み
替
え
た
こ
と
に
よ
り
、

通
常
の
後
期
分
繰
出
金
の
補
正
額
に
起
債

組
み
換
え
分
を
加
算
し
た
補
正
を
行
っ
て

一 

般 

会 

計

そ
の
他
の
予
算

　

特
別
会
計
補
正
予
算
４
件
は
、
全
て
全
員
賛
成
で

可
決
し
ま
し
た
。

○　

鞍
手
町
流
域
関
連
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
（
第
３
号
） 

○　

鞍
手
町
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
（
第
３
号
） 

○　

鞍
手
町
病
院
事
業
会
計
（
第
２
号
）　 

○　

鞍
手
町
介
護
老
人
保
健
施
設
事
業
会
計
（
第
２
号
）

■  

補 
正 
予 

算 

第 

５ 

号

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

い
ま
す
。
下
水
道
事
業
債
に
つ
い
て
も
、

一
部
を
過
疎
対
策
事
業
債
に
組
み
替
え
た

結
果
、
下
水
道
事
業
特
別
会
計
へ
の
繰
出

金
を
増
額
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
依
願
退

職
者
に
支
給
す
る
退
職
手
当
の
増
額
や
中

学
校
校
舎
耐
震
補
強
工
事
の
完
了
に
伴
う

工
事
費
の
減
額
を
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら

の
財
源
と
し
て
、
地
方
特
例
交
付
金
、
普

通
交
付
税
、
国
・
県
補
助
金
及
び
財
政
調

整
基
金
か
ら
の
繰
入
金
等
を
充
て
、
歳
入

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
億
５
３
７
６
万
円
を
追

加
し
、
予
算
総
額
を
64
億
９
９
６
０
万
円

と
し
て
い
ま
す
。

耐震補強工事が完了した北中学校の校舎




